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1. 問題の所在
環境を改善すると同時に，株主の利益を追求しかつステーク・ホルダー
や将来世代の利害に配慮するために，企業はいかなる環境戦略を策定し，
いかにして実行するか。なお，企業環境には，個々の企業構成員を主体と
する内部環境と，これ以外の他の競争企業，産業，消費者，住民，行政機
関など，さらに自然環境，資源，時代思潮などからなる外部環境とがある。
環境戦略は，情報が不完全でありかつ取引費用を要するなかで策定され
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実行されるのであるから，その策定・実行にはリスクを伴うことになる。
ここにおいて，そのようなリスクを適切に管理しつつ，環境戦略を策定し
実行するために，経営戦略型の環境リスクマネジメントが求められる。
経営戦略型の環境リスクマネジメントとは何だろうか。筆者の結論を先
取りすることになるが，それは主に環境戦略の策定におけるリスクマネジ
メントの技法と，これを踏まえた主に環境戦略の実行に際しての組織構造
のあり方の再検討を要請するものである。それではいったい， リスクマネ
ジメントの技法とは何か。また，それを踏まえた組織構造のあり方の再検
討とはどのようなものであるのか。
ところで翻って考えてみると，そもそも環境戦略とは何だろうか。また，
環境リスクとは何か。環境戦略における根本の問題は，環境改善と競争力
の関係である。これは古くて新しい問題である I)。本稿では掲題のゆえに，
その議論を整理する必要がある。議論を整理する観点を得るために，次章
でまず，環境規制の変遷を理解しておくこととしたい。最後に，企業経営
への環境戦略の導入，またリスクマネジメント一般の導入問題について考
察し，むすぴとしたい。
なお，予めお断りしておきたいことがある。リスクマネジメントの技法
と組織構造のあり方の再検討については，本稿の柱のひとつであり草稿を
用意した。しかし，本稿では，経営戦略型リスクマネジメントのデッサン
を示すにとどまらざるを得なかったことである。
本稿は，亀井利明先生が提起された「経営戦略型リスクマネジメント」
に触発されつつ， 21世紀の最大の課題のひとつである環境の問題を考えて
みようとしたものである。しかし，本稿がはたして亀井利明先生古稀記念
1)ポーター [1998]は，その第3部で社会問題の競争による解決と題し，環境，都
市の貧困，医療，そして投資システムの破綻を扱っている。それは「競争に関する
深い理解を，立地に関する研究を通じてさらに深めることによって，競争と社会問
題を結びつけるという新たな研究の地乎が開けた」からであり，「この研究は始まっ
たばかりであり，現在も続いている。」（ポーター [1999a],22頁）という。そこで
は環境問題が，環境と競争力 (Greenand Competitive)と題して論じられている。
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号にふさわしい論文であるか否か，そのったなさをおそれている。亀井利
明先生はじめ識者の皆様のご海容をこう次第である。
2. 環境規制の変遷
2. 1 個別対応規制
環境の破壊や汚染，これに対する環境保護(environmentalprotection), 
または，環境保護とその整備を図る環境保全 (environmental conserva -
tion), もしくは環境改善 (environmentalimprovement), これらの動き
は，世界的に1973年（昭和48年）の第1次オイルショック（資源・エネル
ギー危機）によって決定的になったと考えられる（拙稿 [2000]参照）。
相前後して以降， 1970年代， 80年代，そして90年代と環境規制が本格的
に行われてきた。環境規制には，変遷がある。その背景のひとつに， 1980
年代後半から深刻化した地球規模での環境破壊，汚染の進行という地球環
境問題がある。さしあたり，主にアメリカにおける制度の変遷を見てみよ
う。制度のあり方を大づかみで捉えてみると，当初は，個別対応規制策
(command-and-control regulations)がとられていた2)。それは，汚染の
許容レベルを特定しかつ基準の達成方法も特定するものであった。たとえ
ば，排出口規制 (end-of-pipe)といわれる制度は，火力発電所の煙突のス
クラバーや自動車排気管の触媒コンバーターのような技術に依拠して，排
出の許容レベルを特定しその達成方法も特定するものであった。そして，
この個別対応規制策は，許認可の制度，罰則などを通じて強制されていた
のである。
この頃の企業の対応は，いかがであったか。一般に，ネガテイプであっ
たことは，公知の事実である。仮にポジテイプであろうとしても，企業経
営者にとって環境改善に関して創意工夫の余地はなく，むしろ事態改善の
2)以下本章の記述にあたり，米国大統領／議会諮問委員会編 [197]を参照した。
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意欲を削ぐものであったのではないかと推測される。
2.2 環境規制のあり方の変化~境戦略の現実的根拠
近時の環境規制は，企業経営者の裁量を認めるものに変わってきた。そ
れは，洋の東西を問わない。日本の公害対策基本法から環境基本法への転
換は，排出量規制から，地球規模の環境容量，企業の自主規制という考え
方への方向転換だという （根本 [1999])。ここでも，アメリカの例を見て
みよう。たとえば，典型的には代替可能対応策 (alternativecompliance) 
といわれる制度がある。これは，現行の多岐にわたる規制の代替措置とし
て，事業者に対し，排出量等を目標レベルかそれ以下に削減する方法につ
いての大きなフレキシビリティを付与する方法である。具体的には，アメ
リカ環境保護庁のプロジェクト XLがある。これは，環境保護庁が特定の
事業者に対し，現行規制に代えて，法定の基準を満たしかつ環境上の便益
全体を増大させるような包括戦略 (comprehensivestrategies)を開発する
フレキシビリティを付与するものであって，環境保護庁の先駆的取組みと
みられる。特定の事業者とは， 1996年現在で，インテル， HADCO,AT& 
T マイクロエレクトロニクス， 3Mなどの 6企業と，カリフォルニア南海
岸大気質管理地区機構およぴミネソタ汚染対策庁の 2政府機関である。
企業経営者の裁量を認めるものには他にも，市場原理に基づく誘因策，
補助金などがある。前者の例としては，温室効果ガスである二酸化炭素
(CO2)の排出許容枠を売買する排出権取引制度がある。
それではいったい何故，環境規制のあり方は変化したのであろうか。
リスク評価およぴリスク管理に関する米国大統領／議会諮問委員会がお
おむね説くところによれば，こうである。従来の，個々の環境汚染物質の
評価に応じた個別対応規制策に基づき，環境汚染は顕著に削減された。し
かし， とりわけ有害化学物質のようにその数が膨大でかつ影響が未知のも
のも多い場合には，従来の規制策の効果は限定されたものとなる。それだ
けではない。従来の方法によって一層の改善を行うとすれば，さらなる便
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益を得るために，費用がたいそう高額になる，と。
諮問委員会の見解は，同委員会の立場からすれば一応納得できるもので
あろう。しかし，われわれは環境規制の近時の変遷と，なかんずくアメリ
力環境保護庁の先駆的取組みが意味することに注目したい。環境規制の変
遷によって，企業の経営者に環境改善に関する裁量が認められることにな
った。かつ，そのなかで限定された事業者ではあれ，その特定のかれらは，
環境に関する現行規制に代えての包括戦略を策定することが可能となった
のである。そのような包括戦略の策定とまでは行かずとも，一般の企業経
営者も，現行規制の枠内ではあれその規制のあり方が変化し，自己の環境
政策に関して裁量をもつことが可能になったのである。それゆえ，ここに，
企業の環境戦略の現実的根拠が出現したということができるであろう。
3. 環境改善か競争力か
3.1 ニュー・パラダイムのなかでのトレードオフ問題
ェコロジーとエコノミーは， トレードオフの関係にあるか。すなわち，
環境改善と競争力は，二者択ーであるか。それとも，企業は，環境改善と
競争力の双方を手にすることができるか。これは，企業にとって環境問題
のなかで最も基本的な問題のひとつである。包括的，体系的な自己の競争
戦略論のなかで，環境戦略 (environmentalstrategies)を提起し注目され
るマイケル.E. ポーターの論考，また環境戦略に関しては，論文の共同
執筆者であるクラース・ファン・デア・リンデとの論考に即しながら，問
題を論じていくこととしたい。
環境改善と競争力は， トレードオフの関係にあるのだろうか。一見する
と，そのように思われる。企業において，社会的便益を増大する環境改善
に力を注ぐと，他方で，環境改善に要する私的コストは，商品の価格に跳
ね返ってその値上げとなり，またしたがって企業の競争力の低下をもたら
す，と思われるからである。逆の選択をすれば，企業において逆の結果が
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生じるだろうからである。
しかしながら，それは静態的な世界での話だ。また，企業の競争力を定
義するパラダイムは変わりつつある，とポーター／ファン・デア・リンデ
[1995a]は論じている。静態的な世界を想定する。テクノロジー，製品，
生産工程，オペレーションのメソッド，そして顧客のニーズなどが全て固
定されているならば，この静態的な世界では，企業は既に自社のコストを
最小化する選択をしており，環境規制の実施は，必然的にコストを引き上
げることとなろう。よって，企業の競争力は削がれることになる丸
だが，企業の競争力を定義するパラダイムは，そのような静態的モデル
から変わりつつある。グローパリゼーションのなかで，グローバルな競争
カのニュー・パラダイムは，イノベーションに基づくダイナミックなもの
に変わった4)。これは，企業に対し，迅速にイノベーションを行う能力を要
請する。それは，テクノロジーが常に変革されているからだ。企業が国際
市場で成功する理由は，一連のイノベーションを通じて，競争優位を実現
するからだ，とかれらはいう。
ところで，ポーターは主張する。特定の国を本拠地とする特定の企業が，
一貫したイノベーションを行う能力を持っているのは何故か。回答は，そ
の国の属性にある。・要索条件。・需要条件。•関連・支援産業。・企業戦略・
構造，競合関係， という 4つの要因が，国内環境を決定する。そうして，
それぞれの要因が，またシステムとしてのそれら全体が，企業が国際競争
において成功するための本質的要索に影響を与える（ダイヤモンド理論）。
そのような本質的要索のなかで，最重要なものは，企業に対し投資やイノ
ベーションの誘因を与える圧力 (pressures)である。具体的には，圧力の
3)なお，ポーターの理論においては，製品もサービスも企業の生産物であるから，
使用する概念は同様に適用されるとされている（同 [1980],同 [1985])。
4)国の競争優位の中心は，企業家精神とイノペーションだ，とポーターはいう。ま
た，イノベーションとは広義で使用しており，製品の革新，生産工程の変革，マー
ケティングの新しいアプローチ，流通の新しい形式，競争範囲 (scope)の新しい捉
え方などを含むという。同 [1990a]。
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ひとつとして，製品の性能や安全性，また環境に及ぼす影響の側面での厳
格な甚準を施行するとの政府の政策がある， という（ポーター [1990a],
同 [1990b])。
要するに，静態モデルに立脚したトレードオフ論者は，実は間違ってい
る。環境規制が必然的に競争力を低下させるわけではない。むしろ，厳格
な環境規制は，イノベーションを誘発し，企業の競争力を強化する。この
ように，ポーター／ファン・デア・リンデは，環境改善と競争力のトレー
ドオフを否定するのである。そして，その主張は基本的に，既にポーター
[1990b], 同 [1991]においてなされていたものである。
しかしながら，たとえばウォーレー／ホワイトヘッド [1994]は，ポー
ターの主張を批判している。ビジネスと環境改善は両立可能かと問い，そ
れは不可能だという。むしろ，企業の経営者は，ビジネスと環境改善の間
のより厳格でより適切なトレードオフを発見することに力を集中すべきだ
と主張し，返す刀で，企業は環境改善と競争力の双方を手にすることがで
きるという論者を，次のように批判する。トレードオフの必然性を否定し，
環境改善のイニシアテイプを通じて繁栄を追求せよと企業に奨励するアメ
リカ副大統領ゴア（当時）やポーターは，特定の明確な指針を経営者に与
えているのか。たしかに，厳格な環境政策を通じての「国の競争優位」に
ついては，ポーターは（われわれも先に見たように）書いている。しかし，
個々の企業が環境問題に取り組むことによって，何故，競争優位に立ち得
るのかについては論じていないではないか， と。
果して，ポーターは論じていないのであろうか。
3.2 イノペーションによる相殺
企業の競争戦略について先ず，最も基礎的な問題を考えてみよう。企業
にとって，基本的な競争戦略は何か。それは，持続力のある競争優位の確
保だ，とポーターはいう。ところで，競争優位には， 3つのタイプがある。
コスト・リーダーシップ（コスト優位），差別化，集中（コスト集中・差別
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化集中）である。企業は通例， 3つの基本戦略のなかからひとつを選択し
ないと苦境に陥る。しかし一方，大きなイノベーションを早期に遂行した
場合，企業は先発者優位を確保することができるだけでなく，なによりも
商品の低コストを実現すると同時に，差別化を高めることができる。おそ
らく両戦略とも成功するだろう。このように，ポーターは考察した（同
[1980], 同 [1985])。
さてそれでは，企業において，競争力と両立することができる環境改善
のイノベーションは，あり得るだろうか。ポーター／ファン・デア・リン
デ [1995a], 同 [1995b]は，当該の問題を論じている。環境汚染は， しば
しば経済的浪費の一形態であり，資源が非効率的に使用されていることを
示すものだ。欠陥品は，製造に伴う避けがたい副産物ではなく，製品と生
産工程を非効率的に設計しているがゆえに生じるのである。そうだとする
と，環境汚染は，欠陥品と同様に， しばしば製品デザインや生産工程のな
かの諸々の欠点をあばきだすものである。それゆえ，製品，生産工程，お
よぴオペレーションのメソッドを適切に再設計しなおすイノベーション
を，企業が率先して遂行するならば，汚染削減の機会が増大し，資源の生
産性 (resourceproductivity. 資源の利用における生産性）はさらに高ま
るであろう。それは何故かと改めて問えば，製品のテクノロジー変革は低
コスト実現の鍵であり，かつ生産工程のテクノロジー変革は差別化の鍵に
なるからである。つまり，製品と生産工程のテクノロジー変革が，競争優
位の基本戦略を支える役割を果たしているからである（ポーター [1985])。
この結果，当該のイノベーションによる資源の生産性の向上は，環境に及
ぼす影響を改善するための企業のコストを相殺することができるのであ
る。これが，「イノベーションによる相殺」である， とかれらはいう。
かくして，イノベーションに基づく資源の生産性の向上に基づき，環境
改善と競争力は両立する。環境改善と競争力のトレードオフ関係は，終結
する。このように，ポーター／ファン・デア・リンデ [1995a]は論じる。
ここで，ウォーレー／ホワイトヘッドのポーターに対する先の批判を検
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討してみよう。個別企業の競争優位の確保は，基本戦略の貫徹によって，
なかんずくイノベーションの遂行によってなされるのであるから，「イノベ
ーションによる相殺」は，環境改善をもたらすと同時に，当該企業の競争
力を（削ぐものではなく，むしろ）向上させる，と理屈の上では考えられ
る。環境改善と競争力の確保は，個別企業において両立すると考えられる
のである。また，ポーター／ファン・デア・リンデ [1995a],同 [1995b]
によって援用されている数多くの事例も，そのことを例証するようである。
3.3 政府の役割
さて，「イノベーションによる相殺」が利益を生み出すならば，または資
源の生産性を向上させることで規則遵守のコストを現実に相殺することが
できるならば，環境規制は必要か。企業の自由裁量に任せて良いのではな
いか， とポーター／ファン・デア・リンデは自問する。しかし，既にポー
ター [1990b]が論じていたように，イノベーションが生まれてくるには企
業にとって圧力が必要である。圧力のひとつが厳格な環境規制だと考えら
れた。また，本当の世界では，企業経営者は，まことに不完全な情報，限
られた時間と注意力しか持っていない。変革の障壁は数知れない，とポー
ター／ファン・デア・リンデ [1995a]は指摘する。それでは，どのような
環境規制が制定されるべきなのか。
メソッドではなく結果を目的として適切に設計された環境基準が望まし
い，とポーター [1991]は論じていた。それは，具体的にどのようなもの
であろうか。イノベーションを奨励する環境規制の設計であって， 3つの
原理からなる， とポーター／ファン・デア・リンデ [1995b]は分析・検討
した。
第1の原理は，明確な目標，柔軟な方法である。環境規制は，個々のテ
クノロジーではなく，結果に焦点を合わせるべきだからである。第2の原
理は，環境イノベーションの種蒔きと展開である。環境規制は，環境税，
デポジット制，そして売買可能な排出権をふくめて市場原理に基づく誘因
276 (794) 第 45 巻第 4 号
策の利用を定めるべきである。その理由は，市場原理に基づく誘因策が，
現時点の標準を超えるテクノロジーの導入を促進することができるからで
ある。
第3の原理は，規制の調整である。環境基準や規制プロセスの設定にあ
たり，最初の段階からの産業界の参加が必要である。アメリカの規制は，
他国の規制と一致すべきであり，理想としては，他国より僅かに進んだ規
制であるべきである。世界的な開発をリードする標準は，国内企業に先発
者優位（ポーター [1985])を創造する機会を提供するからだ， と。以上の
ように，かれらは論じている。
以上の原理， とりわけ第 1と第 2は，近時のアメリカの環境規制の変化
（本稿2. 2)に照応するものであり， まことに興味深い。
3.4 企業の課題
競争優位を最終的に実現し維持していくことができるのは，企業自身で
ある。企業の経営者は，環境改善を経済的・競争的機会 (opportunity) と
まず認識しなければならない。そうして，その機会をみつけてイノベーシ
ョンによる解決に積極的に取り組み，先発者優位を勝ち取るべきである。
このように，ポーター／ファン・デア・リンデ [1995a]は問題提起し，次
のように論じている。
真のイノベーションのために，製品や生産工程の再設計を行うか否か。
これは，企業全体の方向づけにかかわるトップ・マネジメント（全般管理
者）の仕事である。環境戦略は全般管理の課題と位躍づけられなければな
らない。環境問題の監督責任は，法律家や外部のコンサルタント，またラ
イン組織とは隔てられた内部の専門家—法務，政務または環境部門の専
門家—であっても，これらの者に委託されるべきではない， という。具
体的に 4つの企業方針が挙げられている。
第1は，企業が環境問題にイノベーテイプに取り組めない主要な理由の
ひとつは無知にあるのだから，経営者は，環境に及ぼす直接的，間接的影
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響をまず計測すること。第2に，旧来の会計システムは十分に利用されて
いない資源について不完全にしか計測できないが， しかし，経営者は，そ
のような十分に利用されていない資源の機会コストの認識を学習するこ
と。第 3に，イノベーションに基づく資源の生産性向上という解決策を積
極的に採用すること。第4に，規制担当者や環境保護主義者と新しい関係
を前向きに築くこと。これらが4つの方針である，と。
4. 環境戦略と環境リスク
4 .1 環境戦略とは何か
さて改めて問うと，環境戦略とは何だろうか。ポーター／ファン・デア・
リンデの論考において，繰り返し強調されていることは，イノベーション
による相殺である。それは，イノベーションによって資源の生産性を向上
させ，これによって環境改善のコストを相殺するというものである。とこ
ろで，かれらが環境戦略と明示し纏めて論じている箇所はないように，筆
者には思われる。しかしむろん，手掛かりはあるのであって，それらを踏
まえて筆者なりに，かれらの考え方に即した環境戦略を構成してみること
にしたい。なお，ここで改めて指摘しておきたいことがある。ポーターの
理論においては，サーピスに対しても製品と同様の概念が適用できるとさ
れていること，また，イノベーションとはたいそう広義で使用されている
ことである丸
企業において，環境に及ぽす影響を改善することに関するイノベーショ
ンは，大きく 2箇所で発生する。ひとつは，一度発生した環境汚染の処理
に関する箇所である。汚染処理のコストを最小化するテクノロジーやメソ
ッドに関するイノベーションである。このタイプのイノベーションは，環
境汚染のコントロールに関する法令遵守のコストを削減するが， しかし，
5)前掲注3, 4をみられたい。
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それだけのものである。つまり，資源の生産性には結びつかない。このよ
うな箇所でのイノベーションは，企業にとって，環境戦略の，少なくとも
主要な対象ではないであろう。
環境戦略の主要な対象は，資源の生産性に直接結びつくイノベーション
による相殺が発生する箇所である。それは，資源の生産性の改善，向上が
期待される箇所である。具体的には，製品，生産工程，およぴオペレーシ
ョンのメソッドに関する箇所，とりわけ前二者であると考えられる。既に
論じたが，製品と生産工程のテクノロジー変革が，競争優位の基本戦略を
支える役割を果しているからである（本稿3. 2)。ところで，企業は，製
品を設計し，製造し，マーケティングを行って，流通チャネルにのせ，か
つ，各種の支援活動を実行する多くの別々の諸活動 (activities)の集合体
であるといわれる。そうだとすれば，この諸活動全体に，環境に及ぽす影
響を改善するコスト削減手段をビルト・インし，ポーター [1985]のいう
価値連鎖を通じての資源の生産性の向上によっても，当該の相殺は実質的
に可能であろうが，これは，間接的なものだと考えられる。
このように，製品と生産工程を再設計するイノベーションが，資源の生
産性を直接改善し向上させる。そうして，このようなイノベーションが，
環境に及ぼす影響を改善する企業のコストを直接相殺することになる。以
上のことが，ポーター／ファン・デア・リンデのいう「イノベーションに
よる相殺」の内実であろう。
環境戦略とは，以上の意味での「イノベーションによる相殺」である。
これを個々の企業において，当該の企業に即した個別具体的な戦略として
策定し，かつ実行することが求められる。このような環境戦略のなかで，
それに不可欠の部分，いいかえればコアの部分こそが，製品と生産工程を
再設計するイノベーションだ，と考えられるのである。
4.2 環境戦略と環境リスクの関係
環境リスクとは何だろうか。環境に及ぽす影響は，それが不確実なもの
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である限り，最広義で環境リスクだと考えられる。いま少し具体的には，
日本の『環境基本計画』 (1994年）は，有害化学物質に関して，これらの有
害な化学物質が環境の保全上の支障を生じさせるおそれ， と定義した。し
かし，これは， oneof themに過ぎないだろう。また，たとえばアメリカ
の米国大統領／議会諮問委員会編 [1997]は，人の健康と生態系を含む環
境に及ぽす潜在的なリスク，と捉えている。日本の書物では，たとえばケ
アンクロス／山口 [1993]は，現行法上のリスクとして，環境法が定める
リスク，不法行為法に基づくリスク，アスベストを指摘し，またこの他に，
環境法強化のリスク，企業イメージ低下のリスクがあり，これら全体が企
業にとっての環境リスクだとした。また，山口 [1995]は，環境への危険
性の定量的な表現で，どうしても避けたい環境影響の起きる確率で表現さ
れる，と定義した。また筆者は，拙稿 [2000]で，狭義では，環境劣化の
程度である「『環境の保全上の支障』の発生可能性」であり，広義では「『環
境の保全』が求められる事態の発生可能性」と定義した。
しかし，以上の環境リスクの捉え方は，どちらかといえば企業の外部環
境に関するものである。だが，企業は激しい競争社会， しかもグローバリ
ゼーションのさなかにある。このような渦中にある企業自身の諸活動に即
しての，いわば企業を内からみたときの環境リスクが探究されてしかるべ
きである。われわれは，企業の環境戦略との関連で，環境リスクを捉える
こととしたい。そうだとすると，「イノベーションによる相殺」が，環境戦
略だと把握するわれわれの見地からは，環境リスクとは，次のように捉え
られる。すなわち，企業にとって環境戦略の観点からは，「イノベーション
による相殺」に伴うリスクが，環境リスクだと筆者には考えられるのであ
る。そのなかで，製品と生産工程を再設計するイノベーションに伴うリス
クが，環境リスクのなかで，コアの部分のリスクだと捉えることができる。
そうだとすると，このような見地にたっと，環境リスクに関していくつ
かの新しい視点が見えてくる。従来，環境リスクは，それが発生した場合
に損害のみを生じさせる lossonly risk, すなわち純粋リスクだとみられて
280 (798) 第 45 巻第 4 号
いた。先に一瞥した企業の（主に）外部環境に関する環境リスクの捉え方
は，まさにそうである。 Pritchard[2000]は，環境リスクは純粋リスクだ
と言い切っている。しかしながら，「イノベーションによる相殺」に伴うリ
スクが環境リスクだと捉えるわれわれの立場からは，環境リスクは利益ま
たは損害のいずれかを発生させる gainor loss risk, すなわち投機的リス
クだと明確に捉えることができる。むろん，このように環境リスクを把握
するからといって，純粋リスクとしての環境リスクが企業において存在す
ることを否定するものではない。
最後にいまひとつ論じておきたいことがある。環境リスクのコアの部分
のリスクである，製品と生産工程を再設計するイノベーションに伴うリス
クに関してである。ところで，製品を再設計するイノベーションに伴うリ
スクは，従来の枠組みで把握すれば， PLのリスクでもある。それゆえ，
企業にとっての環境戦略の観点からの環境リスクとは，最狭義では，生産
工程を再設計するイノペーションに伴うリスクのことだと捉えられる。む
ろん，製品を再設計するイノベーションに伴うリスクも，生産工程に関係
してくるであろうが，最狭義では上記のように理解すべきであろう。
5. 経営戦略型リスクマネジメントのデッサン
さて，経営戦略型リスクマネジメントとは何か6)。リスクマネジメントの
主体を企業として，さしあたり，筆者が理解するったないデッサンを試み
6)これは最近，次のシンポジウムで討議された。日本リスクマネジメント学会第23
回全国大会 (2000年9月30日・ 10月1日。大阪市立大学）は，経営戦略型リスクマ
ネジメントを統一論題とし，亀井利明会員の基調報告をうけて，第 1シンポジウム・
環境問題とリスクマネジメント，問題提起・吉川吉衛，報告・亀井克之会員，同・
岡野 浩会員，同・吉川了平会員，また，第2シンポジウム・起業危機管理のあり
方，問題提起・植藤正志会員，報告•竹内準治会員，同•松本峯治会員，同·清沢
康弘会員を行った。シンポジウムの内容は，『危険と管理』32号に掲載される予定で
ある。
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たい。経営戦略の策定と実行に伴うリスクを適切に管理しつつ，一方で利
益最大化を狙い他方で損失最小化を企図するものが，一言でいえば，経営
戦略型リスクマネジメントである。
ところで， リスクマネジメントとは，まずプロセスとして， リスクの確
認，評価，そしてリスク管理策”の決定をし（リスクマネジメント・プロセ
ス），次いでこれを，計画一一組織ー一寸旨導 統制のサイクルにおいて繰
り返すことによって， リスクを適切にマネジメントしようとするものであ
る（リスクマネジメント・サイクル）。いま少し具体的にいえば，まずプロ
セスとして， リスクの確認，評価，そしてリスク管理のための選択肢を決
定する。選択肢には大きく，リスクの事前制御としての回避，除去，放置，
またリスク発生後の資金手当て策を事前に計画しておくためのリスクの保
有，転嫁，自己負担がある。リスク評価に基づき当該リスクのタイプが明
確になるので，そのタイプに即した選択肢が決定される。たとえば，当該
リスクの評価が頻度 (frequency)高，強度 (severity)小，すなわち (Fa,
s.>リスクであれば，そのリスクの除去を行いつつ， リスクの保有を決定
する。リスク評価と選択肢決定は，理論上1対1対応の関係にある。しか
し，この選択肢はいまだ抽象的なものであり（それゆえ，有用なのだが），
トップ・マネジメントは，企業の当該の戦略に即した，具体的なリスク管
理策を判断する必要がある。戦略に即した具体的なリスク管理策，たとえ
ば損失防止を講じつつ準備金の設定をすることが意思決定される。
企業の当該の戦略は，損失防止と準備金設定というリスク管理策を含め
7) 当該の方策は． リスクマネジメント論で従来， リスク処理策といわれていた。し
かし．それは往時． リスクマネジメント論が純粋リスクのみを対象としていた頃の
残滓と思われてならない。つまり，純粋リスクが現実のものとなったときの「損害」
処理というニュアンスが強く感じられるのである。これに対し，経営戦略型リスク
マネジメント論では，戦略の策定・実行に伴う投機的リスクが主な対象である。す
なわち，「利益」最大化と「損失」最小化のためにリスクを適切に管理する方策が，
当該の方策なのだから，これはリスク管理策というべきであろう。なお，拙稿[1999
a], 同 [1999b]をみられたい。
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て策定されることになる。以上の一連の作業の仕方は， リスクマネジメン
ト論において洗練されたやり方であって， リスクマネジメントの技法と呼
んでよい， と筆者には思われる。ただし，実際には難しい問題がいくつか
ある。具体的と記したが，損失防止と準備金設定というリスク管理策は，
なお抽象的なものである。これを実際にどう具体化するか。当該戦略に即
してケース・バイ・ケースの判断がなされることになる。また，戦略の意
思決定や個々の判断に際しては，全般管理者のリスク感性やリーダーシッ
プの問題（亀井 [1997])が関係してくる。
次いで一~ ント・サイクルに従い計画の段階を経て一―-
いまは組織の段階に至ったわけだがここで， リスクを適切に管理しつつ当
該の戦略を実行するために，組織構造のあり方が再検討される。いいかえ
れば，戦略の実行に因るリスクの現実化にかかわる利益最大化と損失最小
化を企図して，組織構造のあり方が再検討される。これは根本的には，競
争優位を創造し維持する企業の能力を改善するために，価値連鎖と調和す
る組織構造のあり方を追求する作業である（ポーター [1985])。作業の結
論に基づき，企業の組織構造の再編成がなされることになる。
環境戦略は既に記したように，全般管理の課題だ，とポーター／ファン・
デア・リンデは論じていた（本稿3.4)。環境リスク，すなわち製品と生産
工程を再設計するイノベーションに伴うリスクをコアの部分とする「イノ
ベーションによる相殺」に伴うリスクを適切に管理するために，組織構造
のあり方が構想されることになる。
リスクマネジメント・サイクルは， さらに指導の段階，統制の段階と続
き，最後に新たな段階での計画に立ち至ることになる。
6. 亀井教授の経営戦略型リスクマネジメント論
企業が経営戦略をもつことがいまだ例外的であった1950-1960年代か
ら，企業が経営戦略の策定と実行を中心に戦略経営を行うようになった
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1970~1980年代，そして1990年代を経て，現在のニュー・パラダイムの時
代がある（本稿3.1)。これと軌を一にするように，ときには時代に先立っ
て， リスクマネジメント論の生成と発展方向を分析・検討し考察された亀
井利明教授は，経営戦略型リスクマネジメント論を提起された。
ところで，環境リスクマネジメントを謳う書物は，目下3冊ある。 1冊
には，本稿でいうリスクマネジメント論は論じられていない。米国大統領／
議会諮問委員会編 [1998], およびPritchard[2000]には， リスクマネジ
メントの技法はあるが，組織構造のあり方の探究はない。このようななか
で，環境リスクマネジメントを直接対象とするものではないが，亀井教授
の経営戦略型リスクマ不ジメ ント論は， リスクマネジメントの技法と組織
構造のあり方の双方を踏まえた卓越した業績である（その大成が同[1992],
リファインされたものとして同 [1997])。
教授はさらに現在，技法と組織構造の研究から， リスクマネジメントに
かかわる「こころ」の問題の探究を含めて，教授のリスクマネジメント論
の再構成を意図しておられるように思われる。リスクマネジメントの技法
において，戦略の意思決定や個々のリスク管理策の判断に際してのトッ
プ・マネジメントのリスク感性やリーダーシップは，実践上重要な事柄で
ある。しかし，問題はそれにとどまらない。全般管理者相互の対立や競合，
意思決定の失敗等から，かれらにこころの危機，企業にとってリスクが発
生する。事態をこのように捉えて，亀井教授は， リスク・危機管理カウン
セリングを提起された（同 [1999a])。
教授はその後，危機管理カウンセリングと危機管理コンサルティングの
融合という観点から同 [1999b]を出版され，かつこころの危機管理と癒し
の必要性を強調されて，同 [2000a]を公にし，同 [2000b]を上梓された。
また，危機管理は企業危機管理だけでなく，家庭危機管理，行政危機管
理も必要だとの観点から，同 [2000c] を公刊された。同書では—―_企業危
機管理とともに一家庭危機管理の体系化がはかられている。危機管理コ
ンサルティングと危機管理カウンセリングの併用，コンサルティングの一
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手段としてカウンセリングの導入という考え方に基づく危機管理コーディ
ネイションというコンセプトが提起されている。
浅学非オの筆者が，教授の学問，またその体系を論じることは難しい。
しかし，企業危機管理と家庭危機管理を相互補完の関係において，いうな
らば冗型として，また，企業危機管理，家庭危機管理，そして行政危機管
理を同様の関係において，いうならば鼎の形において捉え相互の研究を深
めることは， リスクマネジメント論が実践の側面を強くもつ学問である以
上必要なことではないか，と考えられるのである。
7. 結語
企業経営において，環境戦略は果して導入されるであろうか。トップ・
マネジメントにとって，環境改善と競争力のトレードオフ問題が理論的か
つ実践的に解決されるならば，また，グローバリゼーションに伴うパラダ
イム転換が強く意識されるならば，かれらの意思決定はポジテイプになる
であろう。
問題は同様に，企業経営におけるリスクマネジメント一般の導入につい
ても言えるであろう。イノベーションをポーターのように広く解すると叫
リスクマネジメントの導入は，企業経営における一種のイノベーションで
はないだろうか， と考えられる。リスクマネジメントは，その技法に基づ
くマネジメントだけでなく，組織構造のあり方の分析・検討をも行うもの
であるから一さらには， トップ・マネジメントのこころの危機，企業に
とってのリスクの問題も含めて—， リスクマネジメントの導入に伴うコ
ストの問題は，導入がもたらす資源の生産性の向上によって相殺されるの
ではないか，と考えられるのである。このことが充分にトップ・マネジメ
ントにおいて認識され理解されるならば， リスクマネジメント一般の企業
8)前掲注4をみられたい。
環境戦略と経営戦略型リスクマネジメント（吉川）
経営への導入は，ポジテイプになるであろう。
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